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「平成２１年度長野県食と農業農村振興審議会」 委員名簿 

 

【敬称略／区分別・五十音順】 

 氏 名 現      職 地 区 区  分 

1 伊藤
い と う

 清人
き よ と

 県農業経営者協会長 下伊那

2 小松
こ ま つ

 勝
かつ

文
ふみ

 ふるさと信州味ネット会長、南信州うまいもの直販代表 下伊那

3 田邊
たなべ

 一弘
かずひろ

 特定農業法人(有)ライスファーム野口代表取締役社長 北安曇

4 平林
ひらばやし

恵美子
え み こ

 県農村生活マイスター協会長 松本 

農業者の代表 

（４人） 

5 市川
いちかわ

貞
てい

一郎
いちろう

 県土地改良事業団体連合会常務理事 長野 

6 村山
むらやま

 博
ひろ

俊
とし

 県農業会議副会長、松本市農業委員会長 松本 

7 矢澤
やざわ

 利夫
と し お

 ＪＡ長野中央会専務理事  審議会会長 長野 

農業協同組合・農

業委員会・その他

関係団体代表 

（３人） 

8 清水
しみ ず

  澄
きよし

 原村長 諏訪 

○9  菅谷
すげのや

  昭
あきら

 県市長会経済部会長、松本市長 松本 

10 藤
ふじ

原
はら

 忠
ただ

彦
ひこ

 県町村会長、 川上村長 佐久 

市町村の代表者 

（３人） 

11 宮澤
みやざわ

 敏文
としふみ

 長野県議会議員 北安曇

○12  森田
も り た

 恒雄
つねお

 長野県議会議員 下伊那

県議会議員 

（２人） 

13 市場
いちば

 祥子
さ ち こ

 （社）全国学校栄養士協議会会長 上小 

14 伊藤
い と う

 兼彦
かねひこ

 （社）長野県調理師会理事、民宿つたむらや社長 木曽 

15 織田
お だ

ふじ
ふ じ

子
こ

 県消費者の会の連絡会副会長 松本 

16 原
はら

 楫
かじ

 長野県食生活改善推進協議会顧問 北信 

消費者の代表者 

（４人） 

17 小山
こ や ま

 光作
こうさく

 (株)マツヤ取締役社長 長野 

18 堀
ほり

  雄一
ゆういち

 県青果卸売市場連合会長、長野県連合青果(株)代表取締役社長 上小 

食品流通事業者

の代表者 

（２人） 

19 佐々木
さ さ き

 隆
たかし

 信州大学農学部教授  職務代理委員 上伊那

○20  白戸
し ら と

 洋
ひろし

 松本大学総合経営学部教授 松本 

有識者 

（２人） 

 

※○印は都合により欠席された委員 
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市場 宮澤 藤原 清水
委員 委員 委員 委員
○ ○ ○ ○

報道関係席 傍聴席

出入口

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
農
業
政
策
課

企
画
幹

マ
ー

ケ
室
長

農
村
振
興
課
長

農
業
政
策
課
長

農
政
部
長

農
業
技
術
課
長

園
芸
畜
産
課
長

農
地
整
備
課
長

○
農
業
政
策
課

企
画
幹

○ 小松委員 ○

○ 伊藤(清)委員 ○佐々木委員 ○ ○

○ 平林委員 ○

○ 田邊委員 ○

原委員 ○ ○

小山委員

○ 村山委員 ○

○ 市川委員 ○○

長野県食と農業農村振興審議会　座席表

○
矢澤委員（会長）

農政部及び他部関係者

伊藤(兼)委員 ○ ○

織田委員 ○

○ ○

堀委員 ○ ○
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「長野県食と農業農村振興審議会傍聴要領」 

 

１ 傍聴の手続き 

（１） 審議会の会議の傍聴を希望するものは、会場受付で、氏名及び住所を記入の上、

会議の開始までに所定の席に着席すること。 

（２） 傍聴希望者が、傍聴席の数を超えた場合は、先着順により傍聴者を決定するこ

と。 

２ 傍聴者の遵守事項 

  （１）傍聴者は、静粛に傍聴することとし、発言したり、拍手その他の方法により賛

成又は反対の意向を表明したりしないこと。 

（２）傍聴者は、会議の撮影、録音等を行わないこと。 

（３）傍聴者は、上記のほか、会議の支障となる行為をしないこと。 

（４）遵守事項に違反した場合には、傍聴を認めないこと。 

（５）その他、審議会会長の指示に従うこと。 
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「審議会等の設置及び運営に関する指針」（抄） 

第５ 審議会等の会議の公開 

審議会等の会議は、原則として公開することとし、公開に当たっては次の事項 

に留意するものとする。 

(1) 審議会等の会議の公開は、会議の傍聴及び会議結果の公表の方法により行う

こと。 

(2) 会議の傍聴は、審議会等の長が、会議場に一定の傍聴席を設けて、希望する

者に傍聴を認めることにより行うこと。 

(3) 審議会等の長は、傍聴を認める会議の開催に当たっては、あらかじめ審議会

等の名称、開催日時、場所、議題、傍聴者の定員、傍聴手続等を各種広報媒体を

通じて県民に周知すること。 

(4) 会議結果の公表は、議事録等及び会議資料を公表することにより行うこと。 

(5) 次のいずれかに該当する場合は、審議会等の長がその会議に諮って非公開の

決定を行うことができること。なお、非公開の理由の開示を求められた場合には、

それを明らかにすること。 

ア 長野県情報公開条例（平成 12 年長野県条例第 37 号）第７条各号に定める

非公開情報について審議する場合 

イ 会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議に著しい支障が生じると

認められる場合 

 

「審議会等の設置及び運営に関する指針の 
制定及び運用について」（抄） 

６ 会議の公開 

公開又は非公開の決定は、会長が会議に諮って行う。あらかじめ会議に諮ることがで

きない場合は、各委員の意志を確認の上、事前に決定のこと。 

７ 会議の傍聴 

各審議会等ごとの傍聴要領を定めて傍聴を認めること。別紙４の「傍聴要領(例)」参

照。 

傍聴者は、会長の許可なく会議の撮影、録音等を行わないこととされたい。 

８ 会議開催の周知 

県ホームページに情報掲載するとともに、その情報を行政情報センター（コーナー）

の「審議会等開催情報」ファイルに備え付けること。 

９ 会議結果の公表 

○ 県ホームページに情報掲載するとともに、その情報を行政情報センター（コーナー）

の「○○審議会の議事録及び会議資料」ファイルに備え付けること。 

○ １４年２月以降に開催するものから会議結果について公表することとされたい。 

○ 議事録、議事要旨の公表に当たり、発言委員の氏名の公表については、各審議会等

が個別に判断の上決定されたい。 
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長野県食と農業農村振興の県民条例 

 

目次 

 前文 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 食と農業及び農村の振興に関する基本的施策（第９条―第24条） 

第１節 食と農業及び農村振興計画（第９条） 

第２節 食と農業及び農村の振興に関する施策（第10条―第24条） 

第３章 長野県食と農業農村振興審議会（第25条―第31条） 

第４章 補則（第32条） 

附則 

 
         りん 
山高く、水清く、凛とした空気の本県は、南北に長い広大な県土と、四季の変化に富んだ

自然環境のもと、たゆみない農業者の努力により、全国有数の食の供給県として発展してき

た。 

また、本県の農業及び農村は、人々の命の源となる食料を生産するとともに、県土の保全、

水資源のかん養、日本のふるさとの原風景としての景観の形成、文化の継承、食文化の形成

等多様な役割を果たしており、地域に住む人々の生活の場であるとともに、訪れる人に明日

への活力とやすらぎを与えてきた。 

しかしながら、近年、本県の農業及び農村を取り巻く情勢は、輸入農産物の増加、農畜産

物の価格の低迷、環境対策への対応、遊休農地の極端な増加等大きく変化しており、さらに

は、食の安全の確保、食育の重要性や食文化に対する関心の高まり等新たな農業及び農村の

創造に向けての対応が求められている。 

こうした中で、本県の豊かな緑への貢献を始めとする農業及び農村の多面的機能に対して

の県民の理解をさらに深めるとともに、農業及び農村の再生のために、生産から消費までの

各段階で、それぞれの役割に応じた適切な取り組みと連携を行うことが必要である。 

このような認識に基づき、本県の食と農業及び農村の振興について、広く県民が参加する

基本的な姿勢を示すとともに、地域の可能性や実情に即した計画を定め、実効性ある施策を

具体化するため、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、食と農業及び農村の振興に関する施策について、基本理念及びこれに

基づく施策の基本となる事項を定め、並びに県、農業者、食品産業等に関する事業者（以

下「事業者」という。）等の責務等を明らかにすることにより、食と農業及び農村の振興

に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって食と農業及び農村に対する県民の理解

を深めるとともに、環境と調和した本県農業及び農村の持続的発展並びに本県経済の健全

な発展を図ることを目的とする。 

 （基本理念） 

第２条 食料は、人間の生命の維持に欠くことができないものであり、かつ、健康で充実し

た生活の基礎として重要なものであることにかんがみ、将来にわたって、安全で安心でき
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る良質な食料が安定的に供給されなければならない。 

２ 食料の供給は、農業経営の安定化を図りつつ、自給率の向上、農業と食品産業の健全な

発展を総合的に図ることを通じ、高度化し、かつ、多様化する県民の需要に即して行われ

なければならない。 

３ 県土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等農村で

農業生産活動が行われることにより生ずる食料その他の農畜産物の供給の機能以外の多面

にわたる機能（以下「多面的機能」という。）については、県民生活及び県民経済の安定

に果たす役割にかんがみ、将来にわたって、適切かつ十分に発揮されなければならない。 

４ 農業については、その有する食料その他の農畜産物の供給の機能及び多面的機能の重要

性にかんがみ、必要な農地、農業用水その他の農業資源及び農業の担い手が確保され、県

内各地域の特性に応じてこれらが効率的に組み合わされた望ましい農業構造が確立される

とともに、農業の自然循環機能（農業生産活動が自然界における生物を介在する物質の循

環に依存し、かつ、これを促進する機能をいう。）が維持増進されることにより、その持

続的な発展が図られなければならない。  

５ 農村については、農業者を含めた地域住民の生活の場で農業が営まれていることにより、

農業の持続的な発展の基盤たる役割を果たしていることにかんがみ、農業の有する食料そ

の他の農畜産物の供給の機能及び多面的機能が適切かつ十分に発揮されるよう、農業の生

産条件の整備及び生活環境の整備その他の福祉の向上により、その振興が図られなければ

ならない。  

（県の責務） 

第３条 県は、前条に掲げる基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、食と農

業及び農村の振興に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 県は、前項の規定による施策の策定及び実施に当たっては、国及び市町村等と連携を図

るとともに、農業者及び農業関係団体、事業者、消費者及び消費者団体等と協働するよう

努めなければならない。 

（農業者及び農業関係団体の役割） 

第４条 農業者及び農業関係団体は、自らが安全で安心できる良質な食料の安定的な供給及

び農村における地域づくりの主体であることを認識し、基本理念の実現に自ら主体的に取

り組むよう努めるものとする。 

２ 農業者及び農業関係団体は、農業生産活動に当たっては、自然と共生する農業を目指し、

環境保全型農業の実践に努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念を踏まえ、消費者に対する

安全で安心できる良質な食料の安定的な供給に努めるとともに、県産農畜産物の利用の推

進に努めるものとする。 

（消費者及び消費者団体の役割） 

第６条 消費者及び消費者団体は、食と農業及び農村の果たす役割に対する理解を深め、健

全な食生活の重要性を認識するとともに、県産農畜産物の消費及び利用を推進すること等

により、食育及び食文化の発展に積極的な役割を果たすものとする。 

 （財政上の措置） 

第７条 県は、食と農業及び農村の振興を総合的かつ計画的に推進するため、必要な財政上

の措置を講ずるよう努めるものとする。 
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（施策の実施状況の公表） 

第８条 知事は、毎年、県が講じた食と農業及び農村の振興に関する施策の実施状況につい

て、議会に報告するとともに、その概要を公表しなければならない。 

第２章 食と農業及び農村の振興に関する基本的施策 

    第１節 食と農業農村振興計画  

第９条 知事は、食と農業及び農村に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、数

値目標等を示し、食と農業農村振興計画（以下「振興計画」という。）を定めなければな

らない。 

２ 知事は、振興計画を定めようとするときは、県民の意見を反映させるために必要な措置

を講ずるとともに、長野県食と農業農村振興審議会の意見を聴かなくてはならない。 

３ 前項の規定は、振興計画の変更について準用する。 

    第２節 食と農業及び農村の振興に関する施策 

（農業経営の安定等） 

第10条 県は、農業経営の安定及び多様な発展を図るため、経営所得安定対策・価格対策及

び農業金融制度の充実、生産の組織化、情報技術の利用促進その他必要な措置を講ずるも

のとする。 

（農畜産物の生産及び供給等） 

第11条 県は、安全で安心できる良質な農畜産物の生産及び供給を促進するため、農薬、肥

料等の適切な使用、食品の表示の適正化その他必要な措置を講ずるとともに、農畜産物の

流通及び加工の過程における衛生管理及び品質管理の高度化その他の農畜産物を利用した

商品の流通及び加工の体制の整備に必要な措置を講ずるものとする。 

（環境と調和し共生する農業の推進） 

第12条 県は、環境と調和し共生する農業の推進を図るため、農業者等が行う有機物資源を

活用した土づくりの促進等農業の自然循環機能の維持増進その他必要な措置を講ずるもの

とする。 

 （地域の特性を生かした農業の促進） 

第13条 県は、立地条件、多様な気象条件等の地域の特性を生かした農業を促進するため、

需要に即した農畜産物の生産、品質確保のための技術の普及その他必要な措置を講ずるも

のとする。 

 （農村及び中山間地域等の総合的な振興） 

第14条 県は、農村及び中山間地域等（山間地及びその周辺の地域その他の地勢等の地理的

条件が悪く、農業の生産条件が不利な地域をいう。）の総合的な振興を図るため、生活環

境の整備による定住の促進その他必要な措置を講ずるものとする。 

（農業生産基盤の整備等） 

第15条 県は、農畜産物の安定した生産を図るため、地域資源の保全に配慮しつつ、農業生

産基盤の整備、農地の流動化及び集団化の促進等優良農地の確保、遊休農地の活用、有害

鳥獣対策その他必要な措置を講ずるものとする。 

（農業技術の向上） 

第16条 県は、農業技術の向上を図るため、試験研究体制を整備し、独自品種の研究開発、

環境の保全及び農業生産性の向上のための農業技術の開発等を推進し、その成果の普及そ

の他必要な措置を講ずるものとする。 

（農業の担い手の確保等） 
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第17条 県は、意欲ある農業の多様な担い手の確保及び効率的かつ安定的な農業経営体の育

成を図るため、農業に関する教育及び研修の実施、就農支援、農業経営の法人化及び集落

営農等多様な農業経営形態の支援その他必要な措置を講ずるものとする。 

（農畜産物の販路の拡大等） 

第18条 県は、農畜産物の付加価値の向上及び販路の拡大を図るため、産地銘柄の確立、事

業者との連携強化その他必要な措置を講ずるものとする。 

 （農業関係団体との連携強化） 

第19条 県は、農業の持続的な発展を図るため、農地の利用集積、意欲ある農業の担い手の

育成及び確保、農畜産物の生産集荷、販売戦略の展開等に関し、農業関係団体との連携強

化その他必要な措置を講ずるものとする。 

（消費者団体との連携強化） 

第20条 県は、県民が県産農畜産物への理解を深めるとともに、地産地消（県産農畜産物を

県内で消費し、又は利用することをいう。）及び旬産旬消（旬の農畜産物を旬の時期に消

費することをいう。）を推進するため、消費者団体との連携強化その他必要な措置を講ず

るものとする。 

（都市と農村との交流の促進） 

第21条 県は、活力ある農村の自律を図るため、農業者等の主体的な活動の支援、都市と農

村との交流の促進その他必要な措置を講ずるものとする。 

（多面的機能に関する県民理解の促進） 

第22条 県は、農業及び農村の有する多面的機能に関する県民の理解を促進するため、その

多面的機能に関する情報の提供、学習の機会の充実その他必要な措置を講ずるものとする

。 

（食育の推進） 

第23条 県は、健全な食生活の実現を図るため、家庭、学校、地域社会等において、望まし

い食習慣、食の安全、地域の食文化等に係る情報の提供、食農教育に関する人材の育成そ

の他必要な措置を講ずるものとする。 

（地産地消の推進） 

第24条 県は、地産地消及び旬産旬消を推進し、県民が安全で安心できる良質な県産農畜産

物を定期的かつ安定的に購入できるよう、県産農畜産物の生産及び流通体制の整備その他

必要な措置を講ずるものとする。 

第３章 長野県食と農業農村振興審議会 

 （設置） 

第25条 食と農業及び農村の振興に関する重要事項を調査審議するため、長野県食と農業農

村振興審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

 （任務） 

第26条 審議会は、次に掲げる事項について、知事の諮問に応じて調査審議するものとする

。 

 (1) 振興計画の策定に関する事項 

 (2) 県が実施する食と農業及び農村の振興に関する施策に関する事項 

 (3) その他食と農業及び農村の振興に関する重要事項 
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 （組織） 

第27条 審議会は、委員20人で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 

ただし、地方事務所の管轄区域ごとに少なくとも１人以上は任命するものとする。 

(1) 農業者の代表者 ４人 

(2) 農業協同組合、農業委員会、その他農業関係団体の代表者 ３人 

(3) 市町村の代表者 ３人 

 (4) 県議会議員 ２人 

(5) 消費者の代表者 ４人 

(6) 食品産業、流通産業等の事業者の代表者 ２人 

(7) 食料、農業又は農村に関し優れた識見を有する者 ２人 

 （任期） 

第28条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする

。 

 （会長） 

第29条 審議会に会長を置き、委員が互選する。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名した委員が、その職務を代理する。 

 （会議） 

第30条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

４ 会議は、原則として公開とする。 

  

（部会） 

第31条 審議会に、地方事務所の管轄区域ごとに部会を置くものとする。 

第４章 補則 

第32条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定め

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 
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地区部会及び審議委員からの意見・提言の要旨

個別施策 意見・提言

1 多様な担い手が元気に活躍する農
業・農村

（１）新規就農者への支援 ○新規就農者に対する（社）長野県農業担い手育成基金制度は、担
い手確保対策として有効な対策であるが、新規対象者に対する事業
が休止するなど影響が出ているため、対応が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久・下伊那地区】

○新規就農者は初期投資が必要であることから、支援が必要。ま
た、「もうかる農業」「将来に希望を持てる農業」など、担い手が
育ちやすい環境整備や農業を持続できる環境づくりが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【諏訪地区、宮澤委員】

（２）新規参入の促進・支援 ○農の雇用事業の雇用者や新規就農者の定着が進む取組が必要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久地区】

○就農しても経営が成り立っていない状況がある。新規就農者（Ｉターン）
に対しては各種の助成があるが、農家後継者の新規就農にあたっても同
等の援助が受けられる施策・支援が必要（農業後継者を始めとする新規
就農者へのきめ細やかな支援など）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【長野地区、平林委員】

○農業経営にＪＡや量販が足を踏み入れることも一つの方法であると考
える（例えばセブン農場）。県として相談体制を整備していくことが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【松本地区】

（３）多様な経営体への育成・支
　　　援

○今後、担い手が減少していく状況を踏まえて、集落営農の支援が
必要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【上伊那地区】

○地域農業の一翼を担う小規模農家への支援が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【上小・上伊那地区】

○集落営農を始め、地域農業を担う女性農業者が参画しやすい環境
整備が必要。
　　　　　　　　　　　　　【大北・上伊那地区、田邊委員】

2 競争力のある付加価値の高い農畜
産物を生産する農業・農村

（１）所得向上に向けた支援 ○農業を続けるために、農業者の安定した所得（農業で生活でき
る）を確保する施策（消費者側の思い入れも取り入れた）が必要。
【上小・上伊那・大北地区、織田委員】

○農産物の価格低迷が続く中、農産物の価格安定対策に加え、自給率
向上にもつながるような対策が必要。　　　　　　　　　　　　　【長野地区】

○付加価値や市場性の高い農産物・農産加工品（ナガノパープルなど）
の開発、導入、普及、また、その良さを十分にＰＲしていくことが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【下伊那地区】

○農家が、努力しても所得向上の展望が見いだせないことが最大の
課題である。目標所得を確保するために必要な面積、コスト、販売
単価をどうすれば良いか、体系を示すこと必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【北信地区】

○農家所得の向上のためには、農産物のブランド化が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【北信地区】

○県産のこだわり米などのＰＲが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【下伊那地区】
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（２）収益部門の育成・強化への
      支援

　　　①米、雑穀など ○戸別所得補償制度について
・全国一律の生産費とあるが、長野県の中山間地条件不利地では、十分
な配慮が必要。
・麦大豆の支援充実を強化し、農家にとって簡素でわかりやすく、実務者
にとって執行しやすい制度となることが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久・大北・北信地区、田邊委員】

○水田の有効活用の面からも新規需要米（米粉）の価格安定対策
（小麦粉並の価格）や消費拡大対策（講習会等）への取組が必要。
　　　　　　　　　　　　　　【佐久・松本・長野地区】

○米粉パンの価格が高く、学校給食や一般消費が進まない。小麦粉並み
のパン価格となるよう米粉価格を抑えるための支援が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久・松本・長野地区】

　　　②果樹 ○りんご３兄弟の振興を進めているが、価格安からこのまま振興し
てよいか心配がある。永年性作物だけに慎重な対応が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【上伊那地区】

○リンゴ価格が低迷しており、再生産が困難になってきている。打
開策である新わい化栽培を進めるための台木生産への支援が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　【佐久地区】

　　　③野菜 ○野菜については、生産過剰による廃棄が多く、経済的に疲弊して
いる。県で需給予測を行い、末端農家まで情報を流すことが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久地区】

○長い間葉洋菜の品目に偏りすぎている面がある。東北産地の出荷
が拡大しており、長野県でも品目拡大に向けバランスのとれた生産
構造にすることが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【堀委員】

○野菜価格安定対策については、産地廃棄等に伴う価格安定対策が実
施されたが、更なる価格安定対策の充実が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【松本地区】

○アスパラガスの生産拡大における労働不足を解消するため小規模
集出荷施設の整備と、改植等に対する支援が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　【大北地区、田邊委員】

　　　④畜産 ○農家数が減少するなど、畜産情勢が危機的である。総合的な支援
が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　【下伊那地区、宮澤委員】

○遊休農地の活用と酪農家の飼料づくりを結びつけることが必要。
　　　　　　　　　　　　　【佐久・大北地区、田邊委員】

（３）マーケティング対策 ○量販店や、卸売市場関係者に対する知事・副知事のトップセール
ス活動、また、海外フェア・商談会等も販路拡大につながる効果が
あったと思う。今後も継続したマーケティング活動が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【堀委員】

○行政は、従来から生産対策については支援を行ってきたが、農産
物や農産加工品の販路開拓（販売先の確保、農家と消費者のマッチ
ング）についても十分に支援を行うことが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【下伊那地区】
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○生産者から消費者への多様な販売チャネルの開拓が必要。また、
売り方に対する指導が必要。　　　　　　　　【北信地区】

○量をまとめて消費者に供給する市場は、流通をコーディネートす
る重要な役割を担っており、一過性ではない販売体系を構築するこ
とが必要。　　　　　【北信地区】

3 消費者と食の絆を結び豊かな食生
活を育む農業・農村

（１）地産地消への支援

　　　①全般 ○地産地消について、消費者に訴え、認識を高める取組が必要。
【上小・大北地区、原委員】

○消費者には地産地消イコール直売所のイメージがあるが直売所だ
けではなく、地元小売店や地元旅館等も含めた広い意味での地産地
消を進めることが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　【松本地区、堀委員】

　　　②農産物直売所 ○直売所の数が増えているが、消費地域が重複しており競合問題の発
生が心配。直売所のあり方などを検討することが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【松本地区】

○直売所の品揃え（冬場の商品確保含む）への支援が必要。例えば、他
県との連携など行政と一体となって、考えることが必要。また、それに合
わせた県の窓口が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【松本地区、宮澤委員】

　　　②学校給食 ○学校給食へ地元産食材を供給する場合、供給側が集荷、調整、配
送などをボランティア的に行っている。今後とも学校給食等への地
元食材の供給を継続するためには、学校給食と生産者の間の仲介な
ど供給のシステムづくりが必要。また、地域全体を取りまとめる事
務局等への助成が必要。　　　【諏訪・長野地区、村山委員】

○学校給食での県産農産物利用率の向上について、仕組みづくりの検
討がされているが、学校給食担当者（受入側の体制）の意識の向上を図
ることが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【平林委員】

（４）農村ビジネスへの支援
      （農商工連携含む）

○農商工連携のセミナー等を通じて、育成されたネットワークの輪
を少しずつでも広げ、大きな流れにする事が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【長野地区】

　 ○農商工連携事業は、農業部門からの積極的な発信が重要なため、農
政部として推進体制の整備が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【松本地区】

○農・商・工が地域活性化に向けて、どのように連携するかが課題
である。農産加工品も、ものがたりが必要で、多くの関係者が関わ
りながらイベント等を通じて内外に発信する体制づくりが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【北信地区】
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4 環境と調和し地域が輝く元気な農
業・農村

（１）環境にやさしい農業への
      支援

○エコファーマー認定制度、信州の環境にやさしい農産物認証制度
などに対し、もっと積極的なＰＲが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　【大北・諏訪地区】

○環境にやさしい農産物等の認証に取り組む農家の所得の向上につ
なげるためには、販路開拓や流通体制の見直しが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　【佐久地区、田邊委員】

○自然エネルギーの活用、循環型農業の推進、ＧＡＰの推進が必
要。
　　　　　　　　　　　　　　　　【大北地区、田邊委員】

（２）遊休農地対策への支援 ○耕作放棄地はその８割が中山間地域に集中している。高齢化にも
考慮した、軽くて獣害に遭わない、収益の上がる作物を振興するこ
とが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【長野地区】

○遊休農地対策、空き水田の有効利用のためにバイオエタノール生
産の検討(価格補填も含め）が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【上伊那地区】

（３）野生鳥獣害対策への支援 ○有害鳥獣対策については、市町村を越えた取組が必要であるの
で、地方事務所のリードが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久地区】

○シカ肉の処理施設について、市町村単独では設置は困難であるの
で、県による支援が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久地区】

○鳥獣害を受けやすい場所や防護柵の設置ポイントなどの情報の提
供が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久地区】

○ハンターの高齢化も著しいため、若い人がハンターになる支援が
必要。また、駆除した獣を食べ物として活かせるようなジビエ振
興、流通の仕組みづくりへの支援が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐久・長野地区】

（４）多面的機能の維持 ○農業の多面的な価値の理解を促進させるため、消費者との連携や
情報発信、都市と農村の交流が必要。
　　　　　　　　　　　　　　【大北地区、田邊委員】

5 働きやすく住み良い農業・農村

○土地改良施設の部分的更新が必要なところが多い。農地・水資源の継
承や災害に強い地域づくりの面からも予算化が必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【松本地区】

○多面的機能が将来にわたって適切かつ十分に発揮されるよう支援
することが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【大北地区】

総括事項 ○総花的でなく、例えば野生鳥獣害対策のような重要で難しい課題
に対してはもっと力点を置くことが必要。
　　　　　　　　　　　　　　　　【上小地区、堀委員】
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